
申問　：問い合わせ　　：申し込み　　※コミセン＝コミュニティセンターの略 

市
交
通
指
導
員
（
臨
時
職
員
）

　
交
通
指
導
員
を
募
集
し
ま
す
。

□
対
象
　
高
卒
以
上
で
普
通
自
動

車
運
転
免
許
が
あ
る
方

□
定
員
　
１
人

□
採
用
予
定
日
　
平
成
２６
年
２
月

３
日
㈪

□
勤
務
先
　
市
防
災
情
報
課

□
内
容
　
保
育
園
や
学
校
な
ど
で

交
通
安
全
教
室
の
開
催
、
交
通
安

全
街
頭
指
導
な
ど
の
交
通
安
全
活

動
全
般
、
交
通
安
全
に
関
す
る
事

務□
勤
務
条
件
　
賃
金
＝
６
０
０
０

円
／
日
（
社
会
保
険
・
雇
用
保
険

加
入
、
通
勤
距
離
に
よ
り
通
勤
費

支
給
あ
り
）

□
勤
務
時
間
　
月
１８
日
勤
務
（
午

前
８
時
半
～
午
後
４
時
４５
分
）

□
申
し
込
み
方
法
　
履
歴
書
（
６

カ
月
以
内
に
撮
影
し
た
無
帽
の
写

真
付
き
）
と
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
紹

介
状
を
持
参
か
郵
送
で
申
し
込
む

□
締
め
切
り
　
１２
月
１８
日
㈬

　
　
　
　
〒
５
０
９
―
７
２
９
２

（
住
所
不
要
）　
防
災
情
報
課
（
内

線
３
１
６
）

子
育
て
・
親
育
ち
フ
ォ
ー
ラ
ム

　
市
Ｐ
Ｔ
Ａ
連
合
会
と
市
青
少
年

育
成
市
民
会
議
で
は
、
家
庭
や
地

域
で
の
子
ど
も
と
の
関
わ
り
方
を

考
え
る
機
会
と
し
て
、
平
成
１９
年

度
か
ら「
子
育
て
・
親
育
ち
フ
ォ
ー

ラ
ム
」
を
開
催
し
て
い
ま
す
。

　
本
年
度
は
、
障
が
い
に
対
す
る

理
解
を
深
め
る
た
め
、
講
演
会
に

作
家
の
乙お

と
た
け
ひ
ろ
た
だ

武
洋
匡
氏
を
迎
え
、
挑

戦
し
続
け
る
こ
と
の
大
切
さ
な
ど

を
話
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

□
と
き
　
１２
月
１４
日
㈯
午
後
１
時

半□
と
こ
ろ
　
恵
那
文
化
セ
ン
タ
ー

□
内
容
　

◯
第
１
部
（
活
動
発
表
）　
▽
時

間
＝
午
後
１
時
４０
分
　
▽
発
表
者

＝
❶
吉
田
小
学
校
Ｐ
Ｔ
Ａ
❷
長
島

町
青
少
年
育
成
町
民
会
議
❸
上
矢

作
町
青
少
年
育
成
町
民
議
　

◯
第
２
部
（
講
演
会
）　
▽
時
間

＝
午
後
２
時
１０
分
　
▽
テ
ー
マ
＝

「
チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
を
忘
れ
ず
に
」

▽
講
師
＝
乙
武
洋
匡
氏
（
作
家
）

□
料
金
　
無
料

※
申
し
込
み
は
不
要
で
す

　住民基本台帳法により、住民基本台帳の閲覧者の
公表が年に１回義務付けられていますので、次の通
り公表します。住民基本台帳を閲覧できる方は、国

か地方公共団体、個人か法人で調査研究の成果を社
会に還元する団体などに限られています。
　　市民課（内線１４１）

１年間の住民基本台帳の閲覧者を公表・ ・

□国や地方公共団体の閲覧請求（平成２４年１０月１日～平成２５年９月３０日）

□個人や法人の閲覧請求（平成２４年１０月１日～平成２５年９月３０日）

閲覧申請者 閲覧日 閲覧の目的 閲覧の範囲

防衛省 平成24年11月26日 自衛官募集に伴う広報 市内全域（平成3年４月２日～平成4年４月１日生ま
れ）（平成7年４月２日～平成8年４月１日生まれ）

閲覧申請者 閲覧日 閲覧の目的 閲覧の範囲 委託者
㈳中央調査社　
会長　西澤豊

平成２４年12月
4日

国民性に関する意識動向
（2012年度）調査 大井町、長島町中野

大学共同利用機関法
人情報システム研究
機構統計理数研究所

㈱ライフライン　
代表取締役　長坂祐樹

平成24年12月
27日

地域で支え合い活動アン
ケート調査

大井町、武並町竹折、
長島町久須見、中野方
町、東野

県地域福祉国保課

㈱サーベイリサーチセンター
代表取締役　藤澤士朗

平成25年1月
8日

これからのライフスタイル
のあり方に関する世論調査

長島町正家　（20歳以上
80歳未満）

独立行政法人　国立
環境研究所

㈳新情報センター　
事務局長　平谷伸次

平成25年1月
16日

「衆院選後の政治意識・
2013」調査 大井町 ＮＨＫ放送文化研究

所

㈳新情報センター　
事務局長　平谷伸次

平成25年1月
16日 消費者意識基本調査 武並町竹折 消費者庁

㈱ビデオリサーチ
代表取締役社長　秋山創

平成25年1月
22日 全国たばこ喫煙者率調査 長島町中野 日本たばこ産業㈱

㈱日本リサーチセンター
代表取締役　鈴木稲博

平成25年4月
11日

家計の金融行動に関する世
論調査 長島町正家・永田 金融広報中央委員会

㈱名豊　
代表取締役社長 中野宏昭

平成25年4月
17日

県政世論調査・県政モニ
ター抽出

大井町、長島町、中野
方町、明智町、岩村町 県広報課

㈱名豊　
代表取締役社長 中野宏昭

平成25年4月
25日

県政世論調査・県政モニ
ター抽出

大井町、長島町、中野
方町、明智町、岩村町 県広報課

㈱日本リサーチセンター
代表取締役　鈴木稲博

平成25年6月
12日

4 ～ 9 歳、10代のスポー
ツライフに関する調査 長島町永田 公益財団法人　笹川

スポーツ財団

㈱日経リサーチ　
代表取締役　中村良

平成25年6月
19日

若年期の職業経歴と現在の
働き方に関するアンケート
調査

上矢作町 独立行政法人　労働
政策研究・研修機構

㈳新情報センター　
事務局長　平谷伸次

平成25年7月
17日 国立公園に関する世論調査 岩村町 内閣府大臣官房政府

広報室

㈳新情報センター　
事務局長　平谷伸次

平成25年9月
18日

第10回飲酒、喫煙、薬の
使用についてのアンケート
調査

三郷町佐々良木
独立行政法人　国立
精神・神経医療研究
センター

募
集

問
　
社
会
教
育
課
志
４
３
―
２
１

１
２
（
内
線
３
４
４
）、
社
会
福

祉
課
志
２
６
―
２
１
１
１
（
内
線

１
３
６
）

地
籍
調
査
事
業
の
登
記
完
了

　
次
の
地
区
の
地
籍
調
査
が
終
了

し
、
登
記
が
完
了
し
ま
し
た
。
こ

れ
で
市
内
の
地
籍
調
査
の
登
記
完

了
面
積
は
１
６
６
・
３８
平
方
㌔
と

な
り
、
完
了
率
は
３６
・
８
㌫
と
な

り
ま
し
た
。

【
武
並
町
藤
広
畑
地
区
】

□
調
査
範
囲
　
武
並
町
藤
（
森も

り
し
た下
、

洞ほ
ら

、
広ひ

ろ
ば
た畑
、
田た

島じ
ま

、
田た

畑ば
た

前ま
え

）

□
調
査
面
積
　
０
・
７３
平
方
㌔

□
調
査
後
筆
数
　
４
３
３
筆

□
登
記
完
了
日
　
１１
月
８
日

※
境
界
杭
・
基
準
杭
は
大
切
に
保

全
し
て
く
だ
さ
い

問
　
地
籍
調
査
推
進
室
志
４
３
―

２
１
１
１
（
内
線
２
３
０
）

歯
科
医
療
の
現
場
で
働
い
て
み
ま

せ
ん
か

　
第
22
回
歯
科
衛
生
士
・
歯
科
技

工
士
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
ス
キ
ル
ア
ッ

プ
研
修
会
を
開
催
し
ま
す
。

　
県
歯
科
医
師
会
で
は
、
資
格
を

持
っ
て
い
な
が
ら
結
婚
や
子
育
て

な
ど
で
、
職
場
を
離
れ
て
い
る
歯

科
衛
生
士
と
歯
科
技
工
士
の
方
の

復
職
を
応
援
し
て
い
ま
す
。
あ
な

た
も
眠
っ
て
い
る
資
格
を
生
か
し

て
、
医
療
現
場
に
復
帰
し
ま
せ
ん

か
。

□
と
き
　
平
成
26
年
１
月
１６
日
㈭

正
午
～
午
後
３
時
半

□
と
こ
ろ
　
県
歯
科
医
師
会
館

（
岐
阜
市
）

□
内
容
　
講
義
と
実
習
　
▽
歯
科

衛
生
士
＝
Ｓ
Ｒ
Ｐ
・
Ｐ
Ｍ
Ｔ
Ｃ
な

ど
　
▽
歯
科
技
工
士
＝
有
床
義
歯

技
工
学
、
歯
冠
修
復
技
工
学
な
ど

□
料
金
　
無
料

□
締
め
切
り
　
平
成
26
年
１
月
８

日
㈬

□
そ
の
他
　
希
望
者
に
は
就
職
先

の
紹
介
も
行
っ
て
い
ま
す
。

申
・
問
　
公
益
社
団
法
人
県
歯
科

医
師
会
志
０
５
８
―
２
７
４
―
６

１
１
６

健康食品の契約トラブルに注意を

　消費者の健康志向が高まり、健康食品の普及が進んでいますが、そ
の販売方法から生じる契約トラブルや誤った知識による過剰摂取など
から起きる健康被害の問題が増えています。
　市内では、ことしの1月ごろから健康食品の悪質な電話勧誘による
トラブルが激増しています。特に高齢者を狙って、注文をした覚えの
ない健康食品を脅すような口ぶりで買うように約束させ、一方的に送
りつけてくる手口が目立ちます。そのような悪質な勧誘は、はっきり
断りましょう。万一、商品を送りつけられた場合は、受け取り拒否や
クーリングオフの手続きが有効です。
　またテレビなどで健康食品に関する情報を目にする機会は増えてい
ますが、健康に良いとされる成分でも体内に吸収される際に分解され、
期待する効果が得られないことは多いものです。逆に健康食品を過剰
摂取することで、健康を害することもあるので、注意が必要です。
　健康食品は、医薬品とは異なり、特定の病気を治す効果が認められ
たものではありません。医薬品による副作用には、医薬品副作用救済
制度が利用できますが、健康食品による健康被害が生じた場合には、
救済の対象にはなりません。特定保健用食品（トクホ）の承認を受け
た食品であっても同様で、医療的な効果はありま
せん。トクホの健康食品であっても、過剰摂取を
すれば効果がないだけではなく、健康被害が生じ
る危険性はあるのです。
　健康食品に関する科学的根拠に基づく情報は、国
立健康・栄養研究所が運営する「健康食品の安全性・
有効性情報」のウェブサイト（https://hfnet.nih.
go.jp/）に分かりやすく解説されているので、健康
食品が気になる方は閲覧されるとよいでしょう。
問　消費生活相談窓口志 26-2131

▲

講
師
の
乙
武
洋
匡
氏

市
交
通
指
導
員
（
臨
時
職

員
） 案

内

子
育
て
・
親
育
ち
フ
ォ
ー

ラ
ム
を
開
催

問

地
籍
調
査
事
業
の
登
記
完

了
問

歯
科
医
療
の
現
場
に
復
帰

し
ま
せ
ん
か

問

申
・
問

申
・
問

問
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